

































Exchanges and Conflicts for Modernization of Social Work in East Asia

















































































































































































































































 取扱種別 朝　　　鮮 関　東　州 満鉄付属地
  （1934年） （1934年） （1936年）
 社会調査 3 3，9 8 7  3，5 3 4  1，6 9 6
 金品給与 1 9，0 6 4  2，0 1 5  9 0 0
 保護救済 1 6，0 1 0  2，4 6 8  5 8 9
 医療保護 ＊ 3，6 6 1  3，1 6 9  4 0 2
 相談指導 9，4 2 5  1，2 4 4  3 1 3
 周旋紹介  5 1 1  5 6
 福利教化  5 1 1  7 8
 児童保護 ＊＊　　  5 2 7  5
 戸籍整理 8 9 3  7 8  7
 その他 2，0 8 1  4 5 9  1 1 3












































































































































































































公布年月 日本国内法律 [満洲国 ]法律 朝鮮 台湾
1906. 3 医師法
1897. 4 伝染病予防法
1915   伝染病予防令 伝染病予防令
1936.11  医師法
1937. 4  漢医法  結核予防法
1937.12  伝染病予防法
1938  「満洲国」赤十社法




1942. 2 国民医療法 国民体力法
1943. 3 薬事法 開拓保健法
  歯科医法
  国民医療法
1942. 4 国民医療団令   国民医療法
    国民体力法
1944  薬品法 朝鮮医療令 保健所法
  医療団体法































































































































































































































































日本女子大学紀要. 人間社会学部 5, 236p,
1994
8 ） 沈潔著『「満州国」社会事業』ミネルヴァ書
房　1996年　225頁
9 ） 大友昌子著『帝国日本の植民地社会事業政
策研究』ミネルヴァ書房2006年204p
10） 沈潔著『「満州国」社会事業』ミネルヴァ書
房　1996年　140頁
11） 朴貞蘭著『韓国社会事業史』参考2）228p
12） 主に本庄比佐子など編『興亜院と戦時中中
国調査』岩波書店2002年及び2008年度第
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社会事業の近代化をめぐる東アジア地域の衝突と交流
37回「社会事業史大会」にて沈潔の口頭発
表レジュメを参考
13） 沈潔 著『満州国社会事業史』ミネルヴァ書
房1996年　233p
14） 片桐由喜「韓国・占領体制下における社会
保障制度」『商学討究』第55巻第 2・ 3号
（2004）
15） 朴貞蘭著『韓国社会事業史』―成立と展開
―ミネルヴァ書房　2007年11P
16） 韓国社会科学研究所社会福祉研究室著金永
子編訳『韓国の社会福祉』新幹社2002年
10p
17） 方楽華編『社会保障法論』世界図書出版公
司　1999年79p
18） 筆者は「中国社会事業史に関する若干の考
察」（『福祉と人間科学』10号　花園大学
1999年）小論の中に、1949年まで、中国社
会事業史の発達を4つの時期に区分しなが
らそれらの分析を進めた。つまり、1912年
から 1927年までは中国社会事業の胎動期
に、1927年から1937年までは中国社会事業
の誕生期に位置づけたい。1937年～太平洋
戦争までの間に日本の中国侵略戦争によっ
て本土の社会事業は大きく破壊され、一時
的に停滞したと見られる。しかし、太平洋
戦争後から1949年までの間では、復興に向
けて国民と共産党はライバル意識を持ちな
がら、各自の支配地域においてさまざまな
社会事業が押し進められた。この時期は、
社会事業が相対的な発展を遂げた時期であ
り、展開時期として考えたい。
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房　1984年
杵渊義房著『台湾社会事業史』徳友会　1940年
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